
1

社保協ニュース
2019年10月号主な記事

1面社保協自治体キャラバン始まる

2面社会保障改悪、消費税も追い打ち

3面第33回日本高齢者大会参加報告

第62回山梨母親大会参加報告

4面 山梨県子ども医療費助成状況
発行 山梨県社会保障推進協議会 〒400-0031 甲府市丸の内2-9-28 6F

Tel/Fax 055(222)5882 Mail yamanashi-shk@coda.ocn.ne.jp

2 0 1 9 年

10月10日

山梨県社保協自治体キャラバンはじまる
（１）「2019年度市町村国保アンケート」概略

①国保加入世帯は、121,293世帯(昨年125,142世帯）で マイナス3,849世帯。昨年比96,9％。国保人口では、

196,581人（昨年205,732人）でマイナス9,151人、昨年比95,6％となっています。

②「保険料算定方式は3方式（所得割、被保険 者均等割、世帯平等割）との方向が進められており、北杜市の

ように資産割廃止分をそのまま国保料減税に移行する自治体もあります。

③モデル世帯で国保料が下がったのは、北杜市、甲斐市。上がったのが早川町。

④国保滞納に対する収納率は、殆どの自治体で上がっており、下がったのが、西桂 町、忍野村、山中湖町、

鳴沢村、丹波山村。

④差し押さえ状況は、全県では件数1636件、金額252,160,994円（昨年度1812件、金額280,543,153円）と件数、

金額ともに減少傾向です。

韮崎市では、民商の秋葉さんから「会員さんで分納

の約束をしていたが、昨年末に差し押さえがあった」

もっと細かい対応をお願いしたい。国保料減免の77条

利用者は17名いるが、44条利用者が0名。所得の前年比

50％の使用要件を撤廃するよう検討してもらいたい。

と発言しました。

小林恵理子議員からは、昨年度国保料が大きく下がっ

たが、市民アンケートでは、介護保険料、国保料の軽

減を求める声が1位、2位となった。是非、子どもの均

等割りの廃止を検討願いたい。と要請しました。

韮崎市からは、18歳までの子どもの均等割りを廃止

するには、1700万円が必要との回答があり、引き続く

運動が求められます。武川歯科診療所の久保川事務長

からは、貧困と口腔ケアは関連しており、大きな問題

となっている。と発言し、市からは、「理解していま

す。お互い情報を共有していきましょう」

と回答がありました。

北杜市には、民医連、健康友の会、民

商、年金者組合、生健会の方々と北杜市

国保を下げる会、清水進議員、志村清議

員等15名が参加しました。

国保料については、今年度は大きく下

がり、全県13市の中で最も低い状況です。しかし、子

ども医療費の補助に関しては中学3年生までで、高校生

までの拡充が求められます。

北巨摩健康友の会の千葉幹事から、「障害者保険を

使っている人が、65歳になると介護保険への移行を勧

められる。本人の選択に任せるべきで、福祉サービス

を打ち切ることは誤りです」と岡山地裁での判決を紹

介してくれました。甲府共立病院から参加した有泉さ

んは、無料低額診療のパンフを示し、制度活用の徹底

をお願いしました。また、インフルエンザの流行時に

病院の面会を慎んでもらいたいと自治体からも声かけ

をお願いします。と発言。あすなろ武川薬局の安藤さ

んは、無料定額診療で調剤が必要患者さんが、2010年

から46名おり、86万円の持ちだしとなっている。市か

らの補助をお願いしたい。と要請。年金者組合の山田

委員長は補聴器が高額になっており、高齢者で必要な

方には補助をお願いしたいと要請しました。1時間15分

にわたる要請行動でした。

国保料下がっても軽減を求める声は

大きい。民商、民医連から8名が参加。
韮崎市

過去最多15名参加。

市からは9名が参加。
北杜市

「北杜市の国保税引き下げを求める会」からも参加されました。
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全県的に子ども医療費助成の年齢拡大がすすんでいま

す。窓口負担無料化で、成長期にある子どもの病気を

早期に発見し、早期に治療すること、そして治療の継

続を確保することは、子どもの心身の健全な発達にとっ

て必要不可欠であることは明確です。

山梨県内の状況は下記の表となっています。高校3年

生までの医療費助成が実現しているのは、外来診療は5

市6町6村、入院では4市6町4村となっています。

全国的にもすすんでいる状況ですが、高校3年生まで

拡充したが、入院食事療養費は補助対象から外す自治

体も増えています。入院時食事療養費は、今年4月から

1食460円・1日1380円になっています。しかも高額療養

費制度の対象外で自費扱いとなるものです。市町村で

の検討を要望するものです。

また、市町村の頑張りに比して、山梨県での制度が

遅れています。外来は5歳未満、入院は未就学児までと

は、驚きの状況です。山梨県に以前拡充を要請した時

には、「市町村で実施しているから、県は必要ないで

しょう」との回答でした。全く逆の発想であり、市町

村の医療費助成制度を後押しする為にも山梨県として

の改善が求められています。

自治体で広がる子ども医療費助成年齢拡充

医療費助成がある為に多くの命と健康が救われています。

山梨県は外来は5歳未満、入院は未就学児まで
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許せない消費税10％増税、減税・廃止運動のスタートを

消費税１０％とセットで改悪。経済的弱者に追い打ち、

７５歳以上低所得者 医療保険料３倍化。

消費税の31 年の歴史は、「社会保障のため」でも、

「財 政危機打開のため」でもなく、大企業と富裕層の

減税の「穴埋め」に使われました。10月から、75歳以

上の医療保険料軽減特例の廃止、生活保護費の連続削

減第2弾の発動が行われました。

この31年間で消費税収は397兆円ですが、ほぼ同時期

に法人3税の税収は298兆円減り、所得税・住民税の税

収も275兆円減りました。さらに消費税は、貧困と格差

の拡大に追い打ちをかけています。所得の少ない人ほ

ど重くのしかかる逆進性、憲法25条に保障された生存

権を脅かす悪税です。国民の暮らしと景気、中小企業

の営業を壊し、日本を“経済成長できない国”にして

しまった大きな要因が消費税です。

消費税10％ストップネットワークの運動は全国に広

がり、短期間で108万筆を超える署名が国会に届けられ

ました。私たちは、「憲法9条と憲法25条を守れ」を高

くかかげ、①安倍政権の改憲発議を許さない、②10月

消費税 10％増税ストップ、③社会保障制度の連続的な

改悪をやめさせる運動をすすめてきています。市民と

野党の共闘を いっそう前進させ、一刻も早く安倍政権

を退陣に追い込む運動を大きくすすめましょう。

10月1日から社会保障に関する制度改定が行われます。

その中身をよくみると、経済的弱者に追い打ちをかけ

る安倍政権の冷たい姿勢が浮かび上がります。

まず、75歳以上が加入する後期高齢者医療制度で、

年金収入が年80万円以下の低所得者（約378万人）に対

して保険料を9割軽減している特例措置を廃止します。

本則の７割軽減に引き下げられ、保険料は3倍化。年額

で平均1万3500円（20年度）に跳ね上がります。

代わりに「年金生活者支援給付金」の支給や介護保

険料の軽減が行われますが、低所得者ほど負担が重い

消費税増税とセットです。

しかも、年金生活者支援給付金は、基礎年金（国民

年金）の満額＝年78万円以下などの低所得者を対象と

して基礎年金の加入期間に応じて支給するため、同期

間が10年の人は月1,250円、年15,000円しか受け取れま

せん。60歳まで40年分を完納しても、基礎年金と合わ

せて最大で月約7万円だけです。そのうえ、政府は年金

支給額の実質削減をすすめています。

介護保険料の軽減も低所得者が対象で、基礎年金満

額のみが収入の単身世帯は月880円減となります。しか

し、保険料自体は右肩上がりです。現在の平均保険料

は月5,869円で、制度創設時から2倍化。25年には月平

均8,000円超に引き上げられる見込みです。

さらに、特例廃止には年金収入が年80万円超～168万

円以下の約367万人も含まれます。多くが先述の給付金

や介護保険料軽減の対象外のため、国は１年間だけ特

例廃止の負担増分を補填（ほてん）しますが、保険料

の定額部分は20年10月から2倍に跳ね上がります。

そもそも、政府が特例措置を設けざるをえなかった

のは、高齢者の厳しい生活実態があるためです。いま

でも75歳以上の１人あたり平均所得は年85万7千円（厚

労省18年度調査）にすぎません。

一方で医療保険料の引き上げが繰り返され、滞納者

は近年20万人以上で推移。有効期間が短い保険証にさ

れた滞納者は2万人を超えています。医療にかかりづら

くなれば重症化を招きます。痛みを強いられるのは現

役世代も同様です。

国民の生存権を守る“最後の砦（とりで）”である

生活保護も連続改悪しています。多くの改悪を進める

安倍政権を今すぐ退陣させましょう。国が滅びる前に

皆で声を上げましょう。

年金支給の実質削減がすすみます
貧困と格差が拡大、滞納者2０万人超

消費税収は397兆円、法人3税の税収は298兆円減少

消費税10％ストップは短期間で108万筆超の署名が

介護保険料は制度創設時から2倍化の状況

「みんなで築こう！憲法輝く原発ゼロの日本長寿をと

もに喜びあえる社会」のスローガンのもと、第33回日本

高齢者大会が9月25～26日に開催され、山梨からは、年

金者組合、健康友の会などから17名が参加しました。

今回の大会は、東日本大震災での原発事故から8年半

となる福島での開催であることと、70周年を迎えた松川

事件（1949年8月17日未明に東北本線で旅客列車が脱線

転覆し、20名の労働者が逮捕され、14年後に全員無罪判

決）の地で開催されたことの意義は大きと思います。

記念講演は立命館大学国際平和ミュージアム名誉会長

の安斎育郎氏が「原発事故から8年半、福島のげんじつ

と原発ゼロへの道」と題して話され、原発事故で原子炉

に溶け落ちた核燃料（デブリ）の現状もわからず、取り

出し作業の先が見えないと指摘。セシウム137の放射能

が10分の1に減るのに100年かかり、帰宅、困難区域の帰

宅困難性があるとして、「事態を侮らず、過度に恐れず、

理性的に向き合おう」と語りました。

核兵器と原発開発の90年の歴史から見えるアメリカの

日本に対する戦略的な狙いは何か？そして福島の原発は

「数百世代先の子孫への負の遺産の押し付けで、何の恩

恵ももたらさない」という言葉にぞっとし、何も出来な

い（していない）自分に「何かしなければいけない」と

の危機感を抱かされました。

夜の企画は「松川事件70周年、松川事件を後世に残そ

う」の講座に参加。2日目は、「後期高齢者医療2割負担

を許すな」と「生活保護をめぐる問題」に参加しました。

私はこの大会への参加を通じて、憲法9条を守り、年金

削減などの高齢者いじめをやめさせ、原発ゼロ、自然エ

ネルギーへの転換へと政治を変えていくエネルギーが充

電できました。参加者の方の事故もなく安全に開催でき

大いに学び、交流できた大会でした。
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峡東地域の開催で40名の実行委員が準備してきた第6

2回山梨母親大会が9月29日(日)山梨市民会館において

開催されました。

オープニングの笛吹高校生による「すいれき太鼓」

の迫力に圧倒され、続く 望月衣塑子さん（東京新聞

記者）の記念講演に圧倒されました。

望月衣塑子さんは今年6月に公開され話題となった映画

「新聞記者」の原作者で、官邸会見で菅官房長官に粘

り強く食い下がり注目を集めた女性記者。全身を使っ

て全力で訴える望月さんのお話に会場の全員が引き込

まれた。徴用工問題・日韓問題から始まり、沖縄辺野

古埋め立てにおける赤土流出

問題、記者会見での露骨な質

問妨害、政権によるメディア

への圧力とメディア側の忖度、

膨らむ防衛費、すすむ日米一

体化、憲法9条と日本の進む

べき方向・・・濃い内容、難

しい内容を、分かりやすくお

話しいただきました。

多くのテレビ・新聞が安倍政権に忖度し国民に真実

を伝えようとしない憂うるべき状況にあって、望月さ

んなど一部の記者たちが「メディアの果たすべき役割

は何なのか」と真摯に問いかけ踏ん張っている。私た

ちは政権側から垂れ流される情報に惑わされることな

く、正しい情報を見極め判断していかなければならな

い。

午後は6つの分科会が開かれ、活発な討論が行われま

した。参加者400人。大成功の大会となりました。

学べました、第62回山梨母親大会

憲法9条を守り、原発０へと政治変革を

日本共産党甲府市議会議員 木内直子

「 第 33 回 日本高齢者大会 in 福島」全国から3800人参加
甲府康健友の会 保坂勢津子

望月衣塑子さんの著書
メディアも踏ん張っています

日本高齢者大会、全大会でのアピール行動


